
 

 

滋賀県水道法に基づく技術上の監督業務を行う者を置く水道の布設工事等を定める条例等

の一部改正について 

 

１ 改正の理由 

水道事業に携わる職員の減少等に伴い、技術上の監督業務を行う者および水道技術管

理者の確保が難しくなっていることから、水道法施行令および水道法施行規則において、

上記の資格要件が改正されました。 

これに伴い、滋賀県水道法に基づく技術上の監督業務を行う者を置く水道の布設工事

等を定める条例等の一部を改正しようとするものです。 

 

２ 改正の概要 

(1) 資格要件の改正 

①技術上の監督業務を行う者の資格（第３条） 

   ・実務経験に関する業種（工業用水道、下水道、道路または河川）の追加（現行は水

道に関する実務経験のみ） 

※ただし、実務経験年数の半分以上は水道に関する実務経験を有すること 

   ・学科要件に、「機械工学科（機械科）」もしくは「電気工学科（電気科）」またはこ

れらに相当する課程を追加（第２号、第４号、第６号および第９号） 

   ・大学において土木工学科またはこれに相当する課程を修めて卒業した者の実務経

験年数を、履修した学科目にかかわらず３年に統一（１号） 

   ・１級土木施工管理技士を追加（第 11号） 

  ②水道技術管理者の資格（第４条） 

   ・大学において土木工学科またはそれに相当する課程を修めて卒業した者の実務経

験年数を、履修した学科目にかかわらず３年に統一（１号） 

   ・１級土木施工管理技士を追加（第８号） 

 

(2) 水道整備・管理行政に関する事務が移管されたことに伴う所管省庁の変更 

・「厚生労働大臣」を「国土交通大臣および環境大臣」に改正（第４条第６号） 

・過去に厚生労働大臣の登録を受けた者（日本水道協会）が行った講習課程を修了した

者が、改めて講習を受ける必要が無いよう経過措置の規定を置く（付則の２） 

 

３ 施行日 

(1) 令和７年４月１日 

(2) 公布の日 

厚生・産業・企業常任委員会 資料１ 

令和６年（ 2 0 2 4 年）７月８日 

滋 賀 県 企 業 庁 
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滋賀県水道法に基づく技術上の監督業務を行う者を置く水道の布設工事等を定 

める条例等の一部を改正する条例案要綱 

 

１ 改正の理由 

水道法施行令（昭和32年政令第336号）および水道法施行規則（昭和32年厚生省令第45号）

の一部改正により、技術上の監督業務を行う者および水道技術管理者の資格要件が改めら

れたことを踏まえ、必要な規定の整備を行うため、滋賀県水道法に基づく技術上の監督業

務を行う者を置く水道の布設工事等を定める条例（平成23年滋賀県条例第49号）等の一部

を改正しようとするものです。 

 

２ 改正の概要 

(1) 水道法施行令および水道法施行規則の一部改正を踏まえ、技術上の監督業務を行う者

および水道技術管理者の資格要件を改めることとします。（第１条による改正後の第３条

および第４条関係） 

(2) その他 

ア この条例は、令和７年４月１日から施行することとします。ただし、(1)の一部およ

びイは、公布の日から施行することとします。 

  イ この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとします。 

  ウ その他必要な規定の整備を行うこととします。 
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議第 94 号 

 

滋賀県水道法に基づく技術上の監督業務を行う者を置く水道の布設工事等を定める条例等の一

部を改正する条例案 

上記の議案を提出する。 

令和６年６月 20 日 

                        滋賀県知事  三 日 月  大 造 

 

 

滋賀県水道法に基づく技術上の監督業務を行う者を置く水道の布設工事等を定める条例等

の一部を改正する条例 

 （滋賀県水道法に基づく技術上の監督業務を行う者を置く水道の布設工事等を定める条例の一

部改正） 

第１条 滋賀県水道法に基づく技術上の監督業務を行う者を置く水道の布設工事等を定める条例

（平成 23 年滋賀県条例第 49 号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第１号中「。）の」を「。）において」に改め、「において衛生工学または水道工学に関

する学科目」を削り、「第６号」を「第８号」に、「２年以上水道」を「３年以上水道、工業用

水道、下水道、道路または河川（以下この条において「水道等」という。）」に改め、「もの」

の右に「（１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」を

加え、同条第２号中「の土木工学科」を「において機械工学科もしくは電気工学科」に、「こ

れ」を「これら」に改め、「において衛生工学および水道工学に関する学科目以外の学科目」

を削り、「第６号」を「第８号」に、「３年以上水道」を「４年以上水道等」に改め、「もの」

の右に「（２年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」を加え、

同条第３号中「高等専門学校」の右に「（次号において「短期大学等」という。）」を、「者

を含む。」の右に「次号において同じ。」を加え、「次条第２号および第４号」を「次号およ

び次条」に、「水道」を「水道等」に改め、「もの」の右に「（２年６月以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」を加え、同条第８号中「水道に」を「水道

等に」に改め、「もの」の右に「（６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者に限る。）」を加え、同号を同条第 10 号とし、同条第７号中「もしくは第２号に規定する

課程および学科目または第３号もしくは第４号」を「から第６号まで」に、「年数以上水道」

を「水道等」に改め、「経験」の右に「に係る年数以上当該経験」を、「もの」の右に「（そ

れぞれ当該各号に規定する水道等に関する技術上の実務に従事した経験に係る年数の２分の１

以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」を加え、同号を同条第

９号とし、同条第６号中「は１年」を「は２年」に、「２年以上水道」を「３年以上水道等」

に改め、「もの」の右に「（第１号卒業者については１年以上、第２号卒業者については１年
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６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」を加え、同号を同

条第８号とし、同条第５号中「水道」を「水道等」に改め、「者」の右に「（５年以上水道の

工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」を加え、同号を同条第７号

とし、同条第４号中「中等教育学校」の右に「（次号において「高等学校等」という。）」を

加え、「水道」を「水道等」に改め、「もの」の右に「（３年６月以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者に限る。）」を加え、同号を同条第５号とし、同号の次に次の

１号を加える。 

  (6) 高等学校等において機械科もしくは電気科またはこれらに相当する課程を修めて卒業

した者であって、当該卒業をした後、８年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経

験を有するもの（４年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）

であること。 

  第３条第３号の次に次の１号を加える。 

(4) 短期大学等において機械科もしくは電気科またはこれらに相当する課程を修めて卒業

した者であって、当該卒業をした後、６年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経

験を有するもの（３年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）

であること。 

第３条に次の１号を加える。 

 (11) 建設業法施行令（昭和 31 年政令第 273 号）第 34 条第１項および第２項の規定による

土木施工管理に係る１級の技術検定に合格した者であって、３年以上水道等に関する技術

上の実務に従事した経験を有するもの（１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者に限る。）であること。 

  第４条第１号を次のように改める。 

  (1) 前条第１号、第３号または第５号に規定する学校において土木工学科もしくは土木科

またはこれらに相当する課程（以下この条において「土木課程」という。）を修めて卒業

した者（土木課程を修めて専門職大学前期課程を修了した者を含む。）であって、当該卒

業をした後、同条第１号に規定する学校を卒業した者については３年以上、同条第３号に

規定する学校を卒業した者（専門職大学前期課程を修了した者を含む。）については５年

以上、同条第５号に規定する学校を卒業した者については７年以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有するものであること。 

  第４条第２号中「または第４号」を「または第５号」に改め、「土木工学以外の」を削り、

「に関する学科目」を「の課程」に、「学科目（」を「課程（土木課程を除く。」に、「理系

学科目」を「理系課程」に、「同条第４号」を「同条第５号」に改め、同条第４号中「および

第４号」を「および第５号」に、「関する学科目」を「関する課程」に、「学科目以外の学科

目」を「課程以外の課程」に、「文系学科目」を「文系課程」に、「同条第４号」を「同条第

５号」に改め、同条第５号中「学科目に相当する学科目」を「課程に相当する課程」に改め、
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同号の表を次のように改める。 

土木課程 前条第１号に規定する学校 ３年  

前条第３号に規定する学校 ５年  

前条第５号に規定する学校 ７年  

理系課程 前条第１号に規定する学校 ４年  

前条第３号に規定する学校 ６年  

前条第５号に規定する学校 ８年  

文系課程 前条第１号に規定する学校 ５年  

前条第３号に規定する学校 ７年  

前条第５号に規定する学校 ９年  

第４条第６号中「厚生労働大臣」を「国土交通大臣および環境大臣」に改め、同条に次の２

号を加える。 

(7) 技術士法第４条第１項の規定による第２次試験のうち上下水道部門に合格した者（選

択科目として上水道および工業用水道を選択した者に限る。）であって、１年以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有するものであること。 

(8) 建設業法施行令第 34 条第１項および第２項の規定による土木施工管理に係る１級の技

術検定に合格した者であって、３年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有す

るものであること。 

（滋賀県水道法に基づく技術上の監督業務を行う者を置く水道の布設工事等を定める条例の一

部を改正する条例の一部改正） 

第２条 滋賀県水道法に基づく技術上の監督業務を行う者を置く水道の布設工事等を定める条例

の一部を改正する条例（平成 31 年滋賀県条例第 47 号）の一部を次のように改正する。 

  付則第２項中「改正後の第３条第８号」を「滋賀県水道法に基づく技術上の監督業務を行う

者を置く水道の布設工事等を定める条例第３条第 10 号および第４条第７号」に改める。 

付 則 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第１条中滋賀県水道法に基づく技術

上の監督業務を行う者を置く水道の布設工事等を定める条例第４条第６号の改正規定および次

項の規定は、公布の日から施行する。 

２ 前項ただし書に規定する規定の施行の際現に第１条の規定による改正前の滋賀県水道法に基

づく技術上の監督業務を行う者を置く水道の布設工事等を定める条例第４条第６号に規定する

講習の課程を修了している者は、第１条の規定による改正後の滋賀県水道法に基づく技術上の

監督業務を行う者を置く水道の布設工事等を定める条例第４条第６号に規定する講習の課程を

修了した者とみなす。 
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滋賀県水道法に基づく技術上の監督業務を行う者を置く水道の布設工事等を定める条例新旧対照表（第１条関係） 

旧 新 

第１条・第２条 省略 第１条・第２条 省略 

（技術上の監督業務を行う者の資格） （技術上の監督業務を行う者の資格） 

第３条 法第31条において準用する法第12条第２項の条例で定める資格

は、次に掲げるとおりとする。 

第３条 法第31条において準用する法第12条第２項の条例で定める資格

は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学（短期大学を除く。

以下同じ。）の土木工学科またはこれに相当する課程において衛生工

学または水道工学に関する学科目を修めて卒業した者（第６号におい

て「第１号卒業者」という。）であって、当該卒業をした後、２年以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有するものであるこ

と。 

(1) 学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学（短期大学を除く。

以下同じ。）において土木工学科またはこれに相当する課程を修めて

卒業した者（第８号において「第１号卒業者」という。）であって、

当該卒業をした後、３年以上水道、工業用水道、下水道、道路または

河川（以下この条において「水道等」という。）に関する技術上の実

務に従事した経験を有するもの（１年６月以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者に限る。）であること。 

(2) 学校教育法による大学の土木工学科またはこれに相当する課程に

おいて衛生工学および水道工学に関する学科目以外の学科目を修めて

卒業した者（第６号において「第２号卒業者」という。）であって、

当該卒業をした後、３年以上水道に関する技術上の実務に従事した経

験を有するものであること。 

(2) 学校教育法による大学において機械工学科もしくは電気工学科ま

たはこれらに相当する課程を修めて卒業した者（第８号において「第

２号卒業者」という。）であって、当該卒業をした後、４年以上水道

等に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの（２年以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）であるこ

と。 

(3) 学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程（以

下「専門職大学前期課程」という。）を含む。）または高等専門学校

において土木科またはこれに相当する課程を修めて卒業した者（専門

(3) 学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程（以

下「専門職大学前期課程」という。）を含む。）または高等専門学校

（次号において「短期大学等」という。）において土木科またはこれ
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職大学前期課程を修了した者を含む。）であって、当該卒業（専門職

大学前期課程の修了を含む。次条第２号および第４号において同じ。）

をした後、５年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有す

るものであること。 

に相当する課程を修めて卒業した者（専門職大学前期課程を修了した

者を含む。次号において同じ。）であって、当該卒業（専門職大学前

期課程の修了を含む。次号および次条において同じ。）をした後、５

年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの（２

年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。）であること。 

（新設） (4) 短期大学等において機械科もしくは電気科またはこれらに相当す

る課程を修めて卒業した者であって、当該卒業をした後、６年以上水

道等に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの（３年以上水

道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）である

こと。 

(4) 学校教育法による高等学校または中等教育学校において土木科ま

たはこれに相当する課程を修めて卒業した者であって、当該卒業をし

た後、７年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有するも

のであること。 

(5) 学校教育法による高等学校または中等教育学校（次号において「高

等学校等」という。）において土木科またはこれに相当する課程を修

めて卒業した者であって、当該卒業をした後、７年以上水道等に関す

る技術上の実務に従事した経験を有するもの（３年６月以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）であること。 

（新設） (6) 高等学校等において機械科もしくは電気科またはこれらに相当す

る課程を修めて卒業した者であって、当該卒業をした後、８年以上水

道等に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの（４年以上水

道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）である

こと。 

(5) 10年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有す (7) 10年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有
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る者であること。 する者（５年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者に限る。）であること。 

(6) 第１号卒業者または第２号卒業者であって、学校教育法による大学

院の研究科において１年以上衛生工学もしくは水道工学に関する課程

を専攻した後、または大学の専攻科において衛生工学もしくは水道工

学に関する専攻を修了した後、第１号卒業者については１年以上、第

２号卒業者については２年以上水道に関する技術上の実務に従事した

経験を有するものであること。 

(8) 第１号卒業者または第２号卒業者であって、学校教育法による大学

院の研究科において１年以上衛生工学もしくは水道工学に関する課程

を専攻した後、または大学の専攻科において衛生工学もしくは水道工

学に関する専攻を修了した後、第１号卒業者については２年以上、第

２号卒業者については３年以上水道等に関する技術上の実務に従事し

た経験を有するもの（第１号卒業者については１年以上、第２号卒業

者については１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者に限る。）であること。 

(7) 外国の学校において、第１号もしくは第２号に規定する課程および

学科目または第３号もしくは第４号に規定する課程に相当する課程

を、それぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度と同等以

上に修得した者であって、当該修得をした後、それぞれ当該各号に規

定する年数以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有するも

のであること。 

(9) 外国の学校において、第１号から第６号までに規定する課程に相当

する課程を、それぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度

と同等以上に修得した者であって、当該修得をした後、それぞれ当該

各号に規定する水道等に関する技術上の実務に従事した経験に係る年

数以上当該経験を有するもの（それぞれ当該各号に規定する水道等に

関する技術上の実務に従事した経験に係る年数の２分の１以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）であること。 

(8) 技術士法（昭和58年法律第25号）第４条第１項の規定による第２次

試験のうち上下水道部門に合格した者（選択科目として上水道および

工業用水道を選択した者に限る。）であって、１年以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有するものであること。 

(10) 技術士法（昭和58年法律第25号）第４条第１項の規定による第２

次試験のうち上下水道部門に合格した者（選択科目として上水道およ

び工業用水道を選択した者に限る。）であって、１年以上水道等に関

する技術上の実務に従事した経験を有するもの（６月以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）であること。 
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（新設） (11) 建設業法施行令（昭和31年政令第273号）第34条第１項および第２

項の規定による土木施工管理に係る１級の技術検定に合格した者であ

って、３年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する

もの（１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者に限る。）であること。 

（水道技術管理者の資格） （水道技術管理者の資格） 

第４条 法第31条において準用する法第19条第３項の条例で定める資格

は、次に掲げるとおりとする。 

第４条 法第31条において準用する法第19条第３項の条例で定める資格

は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 前条各号に掲げる資格を有する者であること。 (1) 前条第１号、第３号または第５号に規定する学校において土木工学

科もしくは土木科またはこれらに相当する課程（以下この条において

「土木課程」という。）を修めて卒業した者（土木課程を修めて専門

職大学前期課程を修了した者を含む。）であって、当該卒業をした後、

同条第１号に規定する学校を卒業した者については３年以上、同条第

３号に規定する学校を卒業した者（専門職大学前期課程を修了した者

を含む。）については５年以上、同条第５号に規定する学校を卒業し

た者については７年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を

有するものであること。 

(2) 前条第１号、第３号または第４号に規定する学校において土木工学

以外の工学、理学、農学、医学もしくは薬学に関する学科目またはこ

れらに相当する学科目（以下この条において「理系学科目」という。）

を修めて卒業した者（理系学科目を修めて専門職大学前期課程を修了

した者を含む。）であって、当該卒業をした後、同条第１号に規定す

(2) 前条第１号、第３号または第５号に規定する学校において工学、理

学、農学、医学もしくは薬学の課程またはこれらに相当する課程（土

木課程を除く。以下この条において「理系課程」という。）を修めて

卒業した者（理系課程を修めて専門職大学前期課程を修了した者を含

む。）であって、当該卒業をした後、同条第１号に規定する学校を卒
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る学校を卒業した者については４年以上、同条第３号に規定する学校

を卒業した者（専門職大学前期課程を修了した者を含む。）について

は６年以上、同条第４号に規定する学校を卒業した者については８年

以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有するものであるこ

と。 

業した者については４年以上、同条第３号に規定する学校を卒業した

者（専門職大学前期課程を修了した者を含む。）については６年以上、

同条第５号に規定する学校を卒業した者については８年以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有するものであること。 

(3) 省略 (3) 省略 

(4) 前条第１号、第３号および第４号に規定する学校において工学、理

学、農学、医学および薬学に関する学科目ならびにこれらに相当する

学科目以外の学科目（以下この条において「文系学科目」という。）

を修めて卒業した者（文系学科目を修めて専門職大学前期課程を修了

した者を含む。）であって、当該卒業をした後、同条第１号に規定す

る学校を卒業した者については５年以上、同条第３号に規定する学校

を卒業した者（専門職大学前期課程を修了した者を含む。）について

は７年以上、同条第４号に規定する学校を卒業した者については９年

以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有するものであるこ

と。 

(4) 前条第１号、第３号および第５号に規定する学校において工学、理

学、農学、医学および薬学に関する課程ならびにこれらに相当する課

程以外の課程（以下この条において「文系課程」という。）を修めて

卒業した者（文系課程を修めて専門職大学前期課程を修了した者を含

む。）であって、当該卒業をした後、同条第１号に規定する学校を卒

業した者については５年以上、同条第３号に規定する学校を卒業した

者（専門職大学前期課程を修了した者を含む。）については７年以上、

同条第５号に規定する学校を卒業した者については９年以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有するものであること。 

(5) 外国の学校において、次の表の左欄に掲げる学科目に相当する学科

目を、それぞれ同表の中欄に掲げる学校において修得する程度と同等

以上に修得した後、それぞれ同表の右欄に掲げる年数以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者であること。 

 

(5) 外国の学校において、次の表の左欄に掲げる課程に相当する課程

を、それぞれ同表の中欄に掲げる学校において修得する程度と同等以

上に修得した後、それぞれ同表の右欄に掲げる年数以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者であること。 
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理系学科目 前条第１号に規定する学校 ４年 

前条第３号に規定する学校 ６年 

前条第４号に規定する学校 ８年 

文系学科目 前条第１号に規定する学校 ５年 

前条第３号に規定する学校 ７年 

前条第４号に規定する学校 ９年 
 

土木課程 前条第１号に規定する学校 ３年 

前条第３号に規定する学校 ５年 

前条第５号に規定する学校 ７年 

理系課程 前条第１号に規定する学校 ４年 

前条第３号に規定する学校 ６年 

前条第５号に規定する学校 ８年 

文系課程 前条第１号に規定する学校 ５年 

前条第３号に規定する学校 ７年 

前条第５号に規定する学校 ９年 
 

(6) 厚生労働大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関する講習の

課程を修了した者であること。 

(6) 国土交通大臣および環境大臣の登録を受けた者が行う水道の管理

に関する講習の課程を修了した者であること。 

（新設） (7) 技術士法第４条第１項の規定による第２次試験のうち上下水道

部門に合格した者（選択科目として上水道および工業用水道を選択

した者に限る。）であって、１年以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有するものであること。 

（新設） (8) 建設業法施行令第34条第１項および第２項の規定による土木施工

管理に係る１級の技術検定に合格した者であって、３年以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有するものであること。 

付則 省略 付則 省略 
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滋賀県水道法に基づく技術上の監督業務を行う者を置く水道の布設工事等を定める条例の一部を改正する条例（平成31年滋賀県条例第47号） 

新旧対照表（第２条関係） 

旧 新 

本則 省略 本則 省略 

付 則 付 則 

１ 省略 １ 省略 

２ この条例の施行の日前に行われた技術士法（昭和58年法律第25号）

第４条第１項の規定による第２次試験のうち上下水道部門に係るもの

に合格した者であって、選択科目として水道環境を選択したものは、

改正後の第３条第８号の適用については、同法第４条第１項の規定に

よる第２次試験のうち上下水道部門に係るものに合格した者であっ

て、選択科目として上水道および工業用水道を選択したものとみなす。 

２ この条例の施行の日前に行われた技術士法（昭和58年法律第25号）

第４条第１項の規定による第２次試験のうち上下水道部門に係るもの

に合格した者であって、選択科目として水道環境を選択したものは、

滋賀県水道法に基づく技術上の監督業務を行う者を置く水道の布設工

事等を定める条例第３条第10号および第４条第７号の適用について

は、同法第４条第１項の規定による第２次試験のうち上下水道部門に

係るものに合格した者であって、選択科目として上水道および工業用

水道を選択したものとみなす。 
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